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事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅰ ソフト事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 376 青山文化センター隣保館事業
会計 01 一般会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 03 民生費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

39 部落差別の解消に向け、同和行政を推し進める
項 03 同和行政費

人権解放講座の開催 回
目標 ― 目標 7

7 7
目 02 隣保館費 実績 7 実績 7

施　策 3 隣保館の充実
細目 102 隣保館事業経費

文化祭 回
目標 ― 目標 1

1 1
細々目 06 青山文化センター隣保館事業経費 実績 1 実績 1

基本計画該当頁 151 行革大綱の重点事項番号
各種教室 回

目標 ― 目標 62
62 62

担当部課
コード 751100 評価者

氏　名
岡本　高男 連絡先

55 - 2411 実績 62 実績 62

名称 青山支所　青山文化センター (内線)

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

・同和地区及び隣接地域住民
・支所管内を中心とした一般市民

地域住民相互の交流や、文化的向上と福祉、健康の増進が図れ
る。
学習会を実施し、主体的に同和問題に取り組む人材を育成でき
る。

文化祭及び講座等の参加延べ人
数

参加者満足度を指標とすべきであるが、参加者が満足
すれば、更に参加者が増えると考え本指標を採用 人

目標 目標 2107
2160 2170

実績 2007 実績 2132
目標 目標

実績 実績

（※対象件数 ）
根拠法令・要綱等 隣保館設置運営要綱（厚生労働省発社援第0829002号）

開始年度 平成 年度
関連事業

評価

本
年
度
事
業
内
容

終了
◎人権解放講座…年7回
◎各種教室の開催…月1回
・陶芸教室、手芸教室、お茶教室、生け花教室、手話教室
◎文化センター文化祭
◎健康栄養教室、介護教室
◎解放学習会
◎職員の研修会参加
◎講演録作成

年度年度 平成

状
況
変
化
等

必要性

評価項目

4

ポイント 評価項目についてのコメント
住民の活動の拠点として十分機能しており必要な事業である。地域のコミュニティーセンターとしての役割も担っている。人
権解放講座は、地区懇談会に向けた学習の場としての機能も果たしている。

有効性 3
人権解放講座は、地域で人権同和問題の解消に向けた取り組みを主体となって進める人材を養成する上で果たす役割に
は相当大きな比重を占めている。

達成度 4
ほぼ計画どおり実施されている。

効率性 3
隣保館として十分に住民に理解されている。児童館、地区の集会所としても利用されており、隣保館事業としてのこれ以上
の施設使用は他事業との日程重複や職員配置人数からみて難しい。

整

1

備内容

建設用地

運営体制

1 運営主体

　委託先
2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造

2 配置（予定）人員 人

A

総合評価

現状維持

事業の方向性 改善についての取り組み

3
4
年間運営費
市内の類似施設

千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７
事 業 内 容

年度
数量

 決算内容
金  額 事 業 内 容

平成１８
数量
年度 決算

金  額
内容

事 業 内 容
平成１９

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２０

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２１

数量
年度 計画

金  額
内容 平成２２

事 業 内 容 数量
年度 計画

金  額
内容

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
単位

(千円)
報償費 957 報償費 1,076 報償費 1,160 報償費 1,160 報償費 1,160 報償費 1,160
旅費 48 旅費 93 旅費 205 旅費 205 旅費 205 旅費 205

工事
需用費 683 需用費 666 需用費 685 需用費 685 需用費 685 需用費 685
役務費 56 役務費 94 役務費 120 役務費 120 役務費 120 役務費 120
使用料及び賃借料 116 使用料及び賃借料 94 使用料及び賃借料 139 使用料及び賃借料 139 使用料及び賃借料 139 使用料及び賃借料 139

その他 その他 19 その他 53 その他 53 その他 53 その他 53

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 1,860 事業費計(A) 　 Σ 2,042 事業費計(A) 　 Σ 2,362 事業費計(A) 　 Σ 2,362 事業費計(A) 　 Σ 2,362 事業費計(A) 　 Σ 2,362

事業投入人員 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 9,060 9,242 9,562 9,562 9,562 9,562

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 1,860 2,042 2,362 2,362 2,362 2,362

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金 867 968 1,107 1,107 1,107 1,107
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 993 1,074 1,255 1,255 1,255 1,255
計 1,860 2,042 2,362 2,362 2,362 2,362

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

県単隣保館補助金 県単隣保館補助金 県単隣保館補助金 県単隣保館補助金 県単隣保館補助金 県単隣保館補助金

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等
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